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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第75期
第３四半期
累計期間

第76期
第３四半期
累計期間

第75期
第３四半期
会計期間

第76期
第３四半期
会計期間

第75期

会計期間

自　平成21年　　
７月１日

至　平成22年　　
３月31日

自　平成22年　７
月１日

至　平成23年　３
月31日

自　平成22年　　
１月１日

至　平成22年　　
３月31日

自　平成23年　１
月１日

至　平成23年　３
月31日

自　平成21年　７
月１日

至　平成22年　６
月30日

売上高 (千円) 17,156,91217,250,0439,098,3437,884,77221,957,401

経常利益 (千円) 725,306791,944666,046607,152697,659

四半期純利益又は当期純損
失(△)

(千円) 117,532383,868376,011330,966△91,790

持分法を適用した場合の投
資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 569,375569,375569,375

発行済株式総数 (株) ― ― 3,432,4753,432,4753,432,475

純資産額 (千円) ― ― 4,115,5004,259,4763,896,162

総資産額 (千円) ― ― 14,499,21213,747,60912,244,617

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,201.841,243.991,137.84

１株当たり四半期純利益金
額又は当期純損失金額(△)

(円) 34.32 112.11 109.81 96.66 △26.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 25.00

自己資本比率 (％) ― ― 28.4 31.0 31.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △782,773△360,489 ― ― 193,979

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 20,992△20,949 ― ― 2,249

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △86,743△86,949 ― ― △87,832

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,883,1902,371,7232,840,112

従業員数 (名) ― ― 366 357 368

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　従業員数は就業人員数を記載しております。

　　　３　当社は、関連会社がないため、持分法についての該当事項はありません。

　　　４　当社は、潜在株式が存在せず、また、第75期事業年度においては当期純損失であるため、潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益金額について記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社において営まれる事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(名) 357（30）

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

　　 ２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員(１日7.5時間換算)であります。

　　 ３　臨時従業員には、パートタイマー、顧問及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
　

　当社は、計測制御機器、分析機器等の各種電子応用機器の販売と、それに付随するエンジニアリング業務など

を行っているものであり、セグメントは単一であります。

　したがいまして、受注、販売の状況につきましては、商品の品目別に関連付けて示しております。

(1) 受注実績

当第３四半期会計期間における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

品目別 受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

制御・情報機器システム 2,535,943 7.9 4,108,585 4.2

計測器 1,085,830 19.7 603,189 76.3

分析機器 1,401,985 23.4 1,235,210 52.3

産業機器その他 306,994 △32.0 1,023,582 34.7

合計 5,330,753 13.4 6,970,569 19.1

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

品目別 販売高(千円)
前年同四半期比
（％）

制御・情報機器システム 4,102,984 △19.8

計測器 1,669,788 52.5

分析機器 1,573,651 △1.9

産業機器その他 538,348 △58.0

合計 7,884,772 △13.3

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

該当する相手先がないため、記載を省略しております。

３　当社は、通常の営業形態として第３四半期会計期間に売上が集中する季節的変動があります。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

　当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、中国やアジア新興国向けの輸出が好調であったこと

や、政府の景気刺激策の効果などにより、一部の業種には下げ止まりの兆候が見られるようになるな

ど企業業績は緩やかな回復傾向にありましたが、３月11日に発生した東日本大震災は電力供給や物流

網をはじめとする社会インフラに深刻な打撃をあたえ、今後のわが国経済に多大な影響を及ぼしつつ

あります。

　その様な環境下でありますが、当計測・制御業界におきましては、公共、エネルギーなどのインフラ

関連は震災前までは堅調に推移しており、また液晶・半導体の電子関連などに回復傾向が見られるな

ど、一部に明るさが戻りつつありました。

　このような中で当社は、安定した需要の見込まれる上水道、都市ガス、電力等ライフライン関連に加

え、自動車、ＩＴ通信分野ならびに大学・食品などの研究機関へも積極的な販売活動を展開してまい

りました。

　その結果、受注高は53億30百万円（前年同四半期会計期間比13.4％増）となりましたが、売上高は、

震災の影響により製品の出荷が遅れたこともあり、78億84百万円（前年同四半期会計期間比13.3％

減）となりました。利益面につきましては、売上高の減少等により、当第３四半期会計期間におきまし

ては、営業利益６億５百万円（前年同四半期会計期間比8.8％減）、経常利益６億７百万円（前年同四

半期会計期間比8.8％減）、四半期純利益３億30百万円（前年同四半期会計期間比12.0％減）となり

ました。

　

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

 5/30



　当社は、計測制御機器、分析機器等の各種電子応用機器の販売と、それに付随するエンジニアリング

業務などを行っているものであり、セグメントは単一であります。したがいまして、セグメント情報は

省略しております。

　なお、当社における商品の品目別事業概況は、次の通りです。

《制御・情報機器システム》

　当品目につきましては、上水道、都市ガス関連などの更新工事は堅調でしたが、震災等の影響による

製品の出荷遅れ等もあり、売上高は41億２百万円（前年同四半期会計期間比19.8％減）となりまし

た。

《計測器》

　当品目につきましては、ＩＴ通信関連、自動車関連を中心に需要が回復し、売上高は16億69百万円

（前年同四半期会計期間比52.5％増）となりました。

《分析機器》

　当品目につきましては、食品・薬品関連を中心に堅調に推移し、売上高は15億73百万円（前年同四半

期会計期間比1.9％減）となりました。

《産業機器その他》

　当品目につきましては、前年同四半期のような大型試験装置の完成等がなく、売上高は５億38百万円

（前年同四半期会計期間比58.0％減）となりました。

（２）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べて14.6％増加し117億58百万円となりました。これは、現金及び預金

が４億68百万円減少した一方、受取手形及び売掛金が16億80百万円、商品が１億28百万円増加したこ

となどによるものであります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて0.5％増加し19億89百万円となりました。これは、資産除去債務に

関する会計基準適用による影響等により差入保証金が40百万円減少した一方、株価の上昇等により投

資有価証券が72百万円増加したことなどによるものであります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて12.3％増加し137億47百万円となりました。

（負債）

　流動負債は、前事業年度末に比べて15.3％増加し86億93百万円となりました。これは、買掛金が10億

13百万円、賞与引当金が１億84百万円増加したことなどによるものであります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて1.9％減少し７億94百万円となりました。これは、退職給付引当金

の減少13百万円などによるものであります。

　この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて13.7％増加し94億88百万円となりました。

（純資産）

　純資産合計は、前事業年度末に比べて9.3％増加し42億59百万円となりました。これは、利益剰余金が

２億98百万円増加したことなどによるものであります。
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（３）キャッシュ・フローの状況の分析

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期会

計期間末に比べ、９億76百万円増加し、23億71百万円となりました。

　当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な変動の要因は次のとお

りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間における営業活動により、前年同四半期会計期間に比べ収入が５百万円増加

し、９億84百万円の資金収入となりました。これは主に売上債権の増加額17億70百万円などがあった

一方、仕入債務の増加額22億７百万円やたな卸資産の減少額３億25百万円などがあったことによるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間における投資活動により、前年同四半期会計期間に比べ支出が０百万円増加

し、７百万円の資金支出となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出４百万円や、投資有

価証券の取得による支出１百万円などがあったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間における財務活動により、前年同四半期会計期間に比べ支出が０百万円減少

し、０百万円の資金支出となりました。これはリース債務の返済による支出０百万円によるものであ

ります。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につきましては、

特記すべき事項はありません。

　

（５）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当

第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,432,475 3,432,475
大阪証券取引所
JASDAQ（スタン
ダード）

単元株式数は100株でありま
す。

計 3,432,475 3,432,475― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年１月１日～
平成23年３月31日

― 3,432,475 ― 569,375 ─ 814,474

　

(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間内において、西川　徹氏ならびに西川隆司氏より平成23年２月15日付で関東財務

局長に提出された大量保有報告書により平成23年２月７日現在で以下の株式を所有している旨の報告を

受けておりますが、当社として当第３四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりま

せん。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

　
大量保有報告書の提出があったもの

氏名又は名称 住　所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

西川　徹 東京都杉並区 232,700 6.78

西川隆司 東京都世田谷区 190,700 5.56
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年12月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　8,400

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,423,500
34,235 ―

単元未満株式
普通株式

575
― ―

発行済株式総数 3,432,475― ―

総株主の議決権 ― 34,235 ―

(注)　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式41株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
西川計測株式会社

東京都港区三田３-13-16 8,400 ― 8,400 0.24

計 ― 8,400 ― 8,400 0.24

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　７月

　
　８月

　
９月

　
１０月

　
１１月

　
１２月

平成23年
　１月

　
２月

　
３月

最高(円) 697 643 595 615 589 648 696 740 740

最低(円) 597 560 567 556 557 585 632 670 511

(注)　最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであり、平成22年

10月12日以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、ありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成21年７月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年７月１日か

ら平成23年３月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成22年１月１日か

ら平成22年３月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21年７月１日から平成22年３月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)及び当第３

四半期累計期間(平成22年７月１日から平成23年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,371,723 2,840,112

受取手形及び売掛金 7,931,375 6,251,002

商品及び製品 1,219,571 1,090,971

前払費用 34,108 33,509

前渡金 64,050 －

繰延税金資産 141,490 50,054

その他 1,489 3,056

貸倒引当金 △5,615 △4,196

流動資産合計 11,758,193 10,264,509

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 153,675 159,177

機械及び装置（純額） 957 1,582

工具、器具及び備品（純額） 21,879 25,777

土地 6,172 6,172

リース資産（純額） 4,758 5,660

有形固定資産合計 ※
 187,443

※
 198,370

無形固定資産

特許権 550 662

ソフトウエア 13,912 22,500

電話加入権 12,083 12,083

リース資産 3,531 4,368

無形固定資産合計 30,078 39,615

投資その他の資産

投資有価証券 686,288 613,458

破産更生債権等 7,509 7,702

繰延税金資産 274,034 280,871

差入保証金 295,844 336,638

役員に対する保険積立金 511,968 507,387

その他 3,400 3,400

貸倒引当金 △7,151 △7,335

投資その他の資産合計 1,771,894 1,742,122

固定資産合計 1,989,415 1,980,108

資産合計 13,747,609 12,244,617
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(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 7,423,036 6,409,175

リース債務 2,318 2,318

未払金 116,429 107,114

未払費用 99,521 109,591

未払法人税等 379,510 315,198

未払消費税等 82,765 26,482

前受金 336,592 404,298

賞与引当金 184,180 －

預り金 17,200 99,134

役員賞与引当金 47,527 53,963

工事損失引当金 － 1,129

受注損失引当金 84 4,380

その他 4,454 6,148

流動負債合計 8,693,620 7,538,935

固定負債

退職給付引当金 704,412 717,680

リース債務 6,020 7,759

長期未払金 84,079 84,079

固定負債合計 794,512 809,519

負債合計 9,488,132 8,348,454

純資産の部

株主資本

資本金 569,375 569,375

資本剰余金 815,226 815,226

利益剰余金 2,797,329 2,499,065

自己株式 △3,734 △3,644

株主資本合計 4,178,196 3,880,022

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 81,280 16,140

評価・換算差額等合計 81,280 16,140

純資産合計 4,259,476 3,896,162

負債純資産合計 13,747,609 12,244,617
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(2)【四半期損益計算書】
　【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年７月１日
 至 平成22年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年７月１日
 至 平成23年３月31日)

売上高 ※
 17,156,912

※
 17,250,043

売上原価 14,118,169 14,086,962

売上総利益 3,038,742 3,163,081

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 15,429 13,919

広告宣伝費 10,969 10,400

支払手数料 76,158 77,435

受注前活動費 137,769 137,305

交通費 73,561 82,898

貸倒引当金繰入額 439 1,419

役員報酬 90,900 103,500

役員賞与引当金繰入額 37,373 47,527

給料及び手当 1,192,155 1,231,182

退職給付費用 55,986 54,742

福利厚生費 170,359 166,096

交際費 15,454 16,664

通信費 37,218 36,519

消耗品費 41,111 33,775

租税公課 26,647 26,289

賃借料 264,363 262,642

減価償却費 22,129 25,085

その他 57,586 51,479

販売費及び一般管理費合計 2,325,614 2,378,883

営業利益 713,128 784,197

営業外収益

受取利息 1,024 539

受取配当金 3,736 2,556

固定資産売却益 － 229

保険事務手数料 － 1,863

スクラップ売却益 3,919 －

その他 3,946 2,871

営業外収益合計 12,627 8,060

営業外費用

支払利息 386 185

売上割引 － 127

その他 62 0

営業外費用合計 448 313

経常利益 725,306 791,944
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(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年７月１日
 至 平成22年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年７月１日
 至 平成23年３月31日)

特別利益

保険解約返戻金 12,730 －

投資有価証券売却益 － 83

貸倒引当金戻入額 － 32

特別利益合計 12,730 116

特別損失

投資有価証券売却損 － 24

投資有価証券評価損 287,492 594

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 37,817

社葬費用 － 15,176

特別損失合計 287,492 53,612

税引前四半期純利益 450,544 738,448

法人税、住民税及び事業税 420,579 440,873

法人税等調整額 △87,567 △86,293

法人税等合計 333,012 354,580

四半期純利益 117,532 383,868
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　【第３四半期会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年３月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年３月31日)

売上高 ※
 9,098,343

※
 7,884,772

売上原価 7,598,171 6,435,451

売上総利益 1,500,172 1,449,321

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 4,794 4,684

広告宣伝費 512 645

支払手数料 30,196 25,449

受注前活動費 41,576 44,006

交通費 24,179 27,032

貸倒引当金繰入額 2,327 1,286

役員報酬 30,300 36,600

役員賞与引当金繰入額 34,438 36,865

給料及び手当 431,969 434,257

退職給付費用 18,481 18,192

福利厚生費 63,530 65,017

交際費 4,182 3,963

通信費 13,130 12,716

消耗品費 11,327 9,930

租税公課 12,520 11,303

賃借料 86,721 87,755

減価償却費 7,333 8,420

その他 18,478 15,228

販売費及び一般管理費合計 836,003 843,353

営業利益 664,168 605,967

営業外収益

受取利息 74 128

受取配当金 21 24

固定資産売却益 － 201

保険事務手数料 645 618

スクラップ売却益 485 －

雑収入 693 247

営業外収益合計 1,921 1,220

営業外費用

雑損失 44 －

その他 － 35

営業外費用合計 44 35

経常利益 666,046 607,152
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(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年３月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 － 83

投資有価証券評価損戻入益 6,105 1,146

貸倒引当金戻入額 － 32

特別利益合計 6,105 1,263

特別損失

投資有価証券売却損 － 24

社葬費用 － 15,176

特別損失合計 － 15,200

税引前四半期純利益 672,151 593,214

法人税、住民税及び事業税 408,505 371,913

法人税等調整額 △112,365 △109,664

法人税等合計 296,139 262,248

四半期純利益 376,011 330,966
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年７月１日
 至 平成22年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年７月１日
 至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 450,544 738,448

減価償却費 31,972 34,145

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 37,817

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12,705 △13,268

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,522 1,235

工事損失引当金の増減額（△は減少） 941 △1,129

受注損失引当金の増減額（△は減少） △1,074 △4,295

賞与引当金の増減額（△は減少） 186,210 184,180

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 8,419 △6,436

受取利息及び受取配当金 △4,760 △3,096

支払利息 386 185

投資有価証券評価損益（△は益） 287,492 594

保険解約損益（△は益） △12,730 －

売上債権の増減額（△は増加） △2,857,000 △1,680,179

たな卸資産の増減額（△は増加） △525,115 △128,600

仕入債務の増減額（△は減少） 1,631,686 1,013,861

前渡金の増減額（△は増加） 8,302 △64,050

前受金の増減額（△は減少） 272,409 △67,706

未払金の増減額（△は減少） △34,752 7,629

未払消費税等の増減額（△は減少） 50,181 56,282

その他 △47,441 △96,778

小計 △571,556 8,839

利息及び配当金の受取額 4,761 3,097

利息の支払額 △389 △185

法人税等の支払額 △215,588 △372,241

営業活動によるキャッシュ・フロー △782,773 △360,489

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,013 △10,022

有形固定資産の売却による収入 578 234

無形固定資産の取得による支出 △4,293 △294

投資有価証券の取得による支出 △18,441 △6,964

投資有価証券の売却による収入 － 375

貸付けによる支出 △550 －

貸付金の回収による収入 410 40

差入保証金の差入による支出 △1,549 △1,378

差入保証金の回収による収入 1,616 1,642

保険積立金の積立による支出 △5,622 △4,580

保険積立金の解約による収入 55,857 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 20,992 △20,949

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 440,000 390,000

短期借入金の返済による支出 △440,000 △390,000

リース債務の返済による支出 △1,347 △1,738

自己株式の取得による支出 － △89

配当金の支払額 △85,395 △85,121

財務活動によるキャッシュ・フロー △86,743 △86,949

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △848,524 △468,388

現金及び現金同等物の期首残高 2,731,714 2,840,112

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,883,190

※
 2,371,723
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期累計期間

(自　平成22年７月１日　至　平成23年３月31日)

　会計処理基準に関する事項の変更

   「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用して

おります。

　これにより、当第３四半期累計期間における営業利益及び経常利益はそれぞれ2,712千円減少し、税引前四半期

純利益は40,529千円減少しております。

 

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期累計期間

(自　平成22年７月１日　至　平成22年３月31日)

１　棚卸資産の評価方法

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法によっております。

 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

 

３　経過勘定項目の算定方法

固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについては、合理的な算定方法による概算額で計上

する方法によっております。

 

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目を重要なものに限定する方法によっております。

　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期累計期間

(自　平成22年７月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

20/30



　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第３四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末
(平成22年６月30日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　　498,211千円

 
※　有形固定資産の減価償却累計額　　489,629千円

 

　

(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成22年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年７月１日
  至  平成23年３月31日)

※当社は通常の営業形態として、第３四半期会計期間の

納入、工事完了が集中するため、第３四半期会計期間の

売上高及び営業費用が他の四半期会計期間と比較して

多くなる傾向にあります。

※　　　　　　　　　　同左

 

　

第３四半期会計期間

　

前第３四半期会計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第２四半期会計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

※当社は通常の営業形態として、第３四半期会計期間の

納入、工事完了が集中するため、第３四半期会計期間の

売上高及び営業費用が他の四半期会計期間と比較して

多くなる傾向にあります。

※　　　　　　　　　　同左

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成22年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年７月１日
  至  平成23年３月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,883,190千円

現金及び現金同等物 1,883,190千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,371,723千円

現金及び現金同等物 2,371,723千円

　

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

21/30



　

(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成23年３月31日)

及び当第３四半期累計期間(自 平成22年７月１日　至 平成23年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式　　　　　(株) 3,432,475

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式　　　　　(株) 8,441

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年9月28日
定時株主総会

普通株式 85,604 25.00平成22年６月30日 平成22年９月29日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

当第３四半期会計期間末(平成23年３月31日)

以下の金融商品が会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期貸借対照表計上

額その他の金額が前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められます。

　 　 　 (単位：千円）

科目
四半期貸借対照表

計上額
時価 差額

現金及び預金 2,371,7232,371,723 ―
受取手形及び売掛金 7,931,3757,931,375 ―
買掛金 7,423,0367,423,036 ―

(注)金融商品の時価の算定方法

現金及び預金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

なお、当社は関連会社がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間(自 平成22年７月１日　至 平成23年３月31日)及び当第３四半期会計期間(自 平成

23年１月１日　至 平成23年３月31日)

当社は、計測制御機器、分析機器等の各種電子応用機器の販売と、それに付随するエンジニアリング業務な

どを行っているものであり、セグメントは単一であるため、記載を省略しております。

 

(追加情報)

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

24/30



　

(１株当たり情報)

　

１  １株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末
(平成22年６月30日)

　 　

　 1,243.99円
　

　 　

　 1,137.84円
　

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成22年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年７月１日
  至  平成23年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 34.32円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

―
　

１株当たり四半期純利益金額 112.11円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

―

　

（注）1.当社は、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について記載しておりませ

ん。

 

　　　2.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成22年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年７月１日
  至  平成23年３月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 117,532 383,868

普通株式に係る四半期純利益(千円) 117,532 383,868

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,424 3,424

　
第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 109.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 96.66円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

（注）1.当社は、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について記載しておりませ

ん。

 

　　　2.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期会計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 376,011 330,966

普通株式に係る四半期純利益(千円) 376,011 330,966

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,424 3,424
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年５月14日

西川計測株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    西    田    英    樹    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    内    田    英    仁    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西川

計測株式会社の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの第75期事業年度の第３四半期会計期間(平成

22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年７月１日から平成22年３月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、西川計測株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年５月13日

西川計測株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    内    田    英    仁    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    原    義    勝    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西川

計測株式会社の平成22年７月１日から平成23年６月30日までの第76期事業年度の第３四半期会計期間(平成

23年１月１日から平成23年３月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成22年７月１日から平成23年３月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、西川計測株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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